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本資料の目的 

1. 本資料は、第18回サステナビリティ基準委員会（2023年8月3日開催）において聞か

れた意見をまとめたものである。審議事項の番号は、第18回サステナビリティ基準

委員会における資料番号を示している。 

 

聞かれた意見 

IFRS S1号に相当する基準の開発に対する意見（審議事項(A1)関連） 

「開発にあたっての基本的な方針」に対する意見（審議事項(A1-1)関連） 

2. 事務局の提案では、コンセンサスが得られない場合に、国際的な基準の定めをその

ままの形で取り入れた上で、当面、その定めの適用を任意とするとされているが、

任意の定めとすることについてコンセンサスが得られる場合もあるのではないか。

また、任意にする場合の基準の書き方として、「することができる」と書くことが

適切な場合もあれば、基準上、何も書かないことが適切な場合もあるのではないか。 

3. 周辺諸制度との関係については、今後各種制度が変更される可能性を考慮した上で

の対応が必要ではないか。 

4. 国際的な基準の定めをそのままの形で取り入れない場合、国際的な基準とどのよう

に違うのか、その理由とともに基準上明確にすることが必要である。 

「報告企業」に対する意見（審議事項(A1-2)関連） 

5. 「報告企業」の定義について、IFRS S1号との国際的な整合性の観点から、事務局

の提案に賛成する。報告企業の定義は、最終的に温室効果ガス排出などを開示する

ための前段階として、リスク及び機会を評価するために企業が捕捉すべき情報の対

象及び範囲を定め、その上で一般目的財務報告書の報告主体と一致させたものと考

えられる。 
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（文案） 

6. 結論の背景の文案について、報告企業の範囲を「連結財務諸表を作成している場合

はそれに含まれる企業集団であり、連結財務諸表を作成していない場合は個別財務

諸表を作成する企業である」と明確化した部分は、IFRS S1号における報告企業の

定義を当委員会が開発するサステナビリティ開示基準に取り入れた旨の記述とは

段落を分けて記載するほうが分かりやすいのではないか。その際に、前者は「サス

テナビリティ開示基準において」と記載されている一方、後者は「本基準では」か

ら始まっており、前者が補足説明なのかがわかりづらい。 

「法令との関係」に対する意見（審議事項(A1-3)関連） 

7. 特段の意見は聞かれなかった。 

「商業上の機密情報」に対する意見（審議事項(A1-4)関連） 

8. 事務局の提案では、IFRS S1号と整合的に、サステナビリティ関連のリスクについ

て、商業上の機密情報の省略を容認する定めを用いることができないとされている

が、例えば、サイバーセキュリティ・リスクに関する情報など、当該情報を開示す

ることによって、さらにそのリスクの可能性又は影響の度合いが高まる場合がある

ことも考えられる。そのため、IFRS S1号の定めをそのまま受け入れることには懸

念もあり、何らかの対応をする必要はないか。 

9. サステナビリティ関連のリスクについての情報は、投資家の意思決定につながるも

のであり、一般的には投資家にとって重要性があると考える。 

10. サステナビリティ開示基準に基づき、何らかの確認をした上で、開示しないと判断

した場合、その判断を文書化することが求められるのかどうかを明確化する必要が

あると考えられる。 

（文案） 

11. 結論の背景に、本審議資料に記載された、サステナビリティ関連のリスクと機会の

間の取扱いが非対称である理由についての分析を含めることは有用ではないか。 
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「有用なサステナビリティ関連財務情報の質的特性」に対する意見（審議事項(A1-5)関

連） 

12. 我が国の会計基準において、概念フレームワークとして質的特性を定めていないと

いうことはそのとおりと思うが、今回当委員会が開発するサステナビリティ開示基

準において質的特性を定めた場合に、我が国の会計基準との関係を整理して検討す

る必要があると考えられる。 

13. 基本的な質的特性と補強的な質的特性の両方が示されているが、サステナビリティ

開示基準を適用するにあたっては作成者の判断が相当程度必要と考えられるため、

国際会計基準審議会（IASB）の概念フレームワークで定められていたこれらのヒエ

ラルキーが維持されているのかどうかなどを国際サステナビリティ基準審議会

（ISSB）に確認し、作成者の理解に資するようなガイダンスを公表することを検討

することが考えられる。 

（文案） 

14. IFRS S1号付録Dの内容を翻訳して日本版S1基準の別紙として取り入れるという提

案について、翻訳した文言は再度確認いただきたい。例えばwater qualityを「水

の品質」と訳出している部分があるが、「水質」という表現の方が適切と考えられ

る。 

「適正な表示」に対する意見（審議事項(A1-6)関連） 

15. 特段の意見は聞かれなかった。 

「集約及び分解」に対する意見（審議事項(A1-7)関連） 

16. 特段の意見は聞かれなかった。 

「合理的で裏付け可能な情報」に対する意見（審議事項(A1-8)関連） 

17. 「報告日時点で過大な労力やコストをかけずに利用可能な、合理的で裏付け可能な

情報」の概念を幅広くすべての項目に取り入れるという方向性は、慎重に検討すべ

きである。この概念は、プロポーショナリティの観点では重要である一方、この概

念を過度に適用すると、情報の信頼性又は比較可能性、ひいては開示基準の信頼性

までも低下するリスクがあると考えられる。 



  審議事項 A1-11 

 

4 

18. 証券監督者国際機構（IOSCO）が公表するエンドースメントの評価レポートを見る

と、「報告日時点で過大な労力やコストをかけずに利用可能な、合理的で裏付け可

能な情報」に関して、このような情報を適用する場合のガイダンスをISSBが開発す

ることが推奨されている。そのため、ISSBから何らかのガイダンスが公表される可

能性があると認識しており、それを待って検討を行うことも一案であると考える。 

19. 特定された項目にのみ、この概念を導入した意図をISSBに確認すべきである。 

20. IFRS会計基準を見ると、概念フレームワークでは有用な財務情報の質的特性に関し

て「有用な財務報告に対するコストの制約」の定めがあり、その考え方をIFRS S1

号に踏襲すると、「報告日時点で過大な労力やコストをかけずに利用可能な、合理

的で裏付け可能な情報」の概念は幅広く導入することになるとも考えられるが、そ

のような意図なのかどうかもあわせてISSBに確認すべきである。 

21. IFRS S1号及びS2号だけが公表されている現状を踏まえると、特定された項目にの

み、この概念を導入した場合に、気候変動以外のサステナビリティ関連財務開示を

行うことがどこまで運用可能か疑問である。また、特定された項目に限定すること

で、作成者が混乱する懸念がある。すべての項目に取り入れるというよりも、例え

ば「見積りに関する項目」など一般化した形で定め、企業の判断を適用することが

認められるように定めることも一案であると考える。 

22. 一部の項目に限定してこの概念を導入すると、逆にそれ以外の項目は過大なコスト

や労力をかけてでも対応しなければならないようにも読める。費用対効果の観点で

も検討が必要である。 

（文案） 

23. 結論の背景の文案について、サステナビリティ関連財務開示を作成する企業の負担

の軽減が記載されているが、一方でこの概念を導入することのデメリットも記載す

べきではないか。 

「報告のタイミング」に対する意見（審議事項(A1-9)関連） 

24. サステナビリティ関連財務開示と関連する財務諸表を同時に開示することが原則

であるが、任意開示に適用されることを否定するものではないという考え方は理解

できる。日本の開示実務は制度開示と任意開示の両方を用いて運用されており、当

委員会が開発する開示基準を制度開示以外で適用する場合は一定程度想定される
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ため、それを念頭に置いた設計を行うべきである。 

25. 任意開示において、サステナビリティ関連財務開示と関連する財務諸表を同時に開

示することまでは要求せず、そうせずとも当委員会が開発する開示基準への準拠表

明ができることとする点に賛成である。 

26. 本審議資料における「財務諸表を公表した後にサステナビリティ関連財務開示を公

表する場合、このことをもってサステナビリティ関連財務開示が有用ではないと認

識されていることはないと考えられる」との記載は、現状を是認しているように捉

えられる可能性があり、利用者の立場からすると違和感を覚える。 

（文案） 

27. 「同時に報告しないことが要求される場合」という状況は想定しづらいため、修文

を検討してほしい。 

28. 「～の場合を除き」という書き方だと、何が原則的な定めで何が容認される定めな

のが分かりづらいと考える。 

29. 結論の背景の文案について、サステナビリティ関連財務開示と関連する財務諸表が

同時に提供されることの重要性が指摘されている一方、多くの部分では両者が同時

に提供されない場合の説明に割かれており、同時に提供されることの重要性が強調

されていないような印象を受ける。記載のボリューム感を調整したほうがよいので

はないか。 

30. 「任意開示」の記載について、現状多くの上場企業が行っている「任意開示」と、

当委員会が開発する基準の適用が想定される「任意開示」とは、その内容が異なる

ように思う。同じ言葉を使うのではなく、その違いが分かるように記載すべきでは

ないか。 

31. 「任意で当委員会が開発する開示基準に従いサステナビリティ関連財務開示を作

成することは、本来、奨励されるべき」という記載があるが、当委員会としてはそ

こまでの強い意図はないと思われるため、表現を見直した方がよいのではないか。 

32. 「任意開示」が何を指すのかについて、例示などを記載することにより、その意図

が明確になるのではないか。 
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「情報の記載場所」に対する意見（審議事項(A1-10)関連） 

33. IFRS S1号では「general purpose financial reports」と複数形で記載しているの

で、「単一の文書」という呼び方は適切ではないと考えられる。 

「関連する財務諸表」に対する意見（審議事項(A1-11)関連） 

34. 特段の意見は聞かれなかった。 

「他の情報との関連」に対する意見（審議事項(A1-12)関連） 

35. 「企業は、サステナビリティ関連財務開示を明確に識別し、企業が提供する他の情

報と区別しなければならない」という記載における、「識別し」という要求事項が、

企業にどのような対応を要求しているのか（何らかの開示を求めるものなのか、又

はそうでないのか）について明確にする必要があるのではないか。 

36. サステナビリティ関連財務開示が他の情報とあわせて開示された場合、どの情報が

サステナビリティ開示基準に基づいて開示されているかを、明確にする必要がある

と考える。 

サステナビリティ基準諮問会議からの報告（審議事項(C1)関連） 

37. 特段の意見は聞かれなかった。 

ISSB 情報要請（2023 年）「アジェンダの優先度に関する協議」に対するコメントの検

討（審議事項(B3)関連） 

38. 特段の意見は聞かれなかった。 

ISSB公開草案「SASB®スタンダードの国際的な適用可能性を向上させるための方法論及び

SASBスタンダード・タクソノミのアップデート」に対する、オーストラリア会計基準審

議会（AASB）との連名でのコメント（審議事項(B4)関連） 

39. 特段の意見は聞かれなかった。 

2023年7月サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）の報告（速報）

（審議事項(B11)関連） 

40. 特段の意見は聞かれなかった。 
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以 上 


